
平
成
20
年
度

決 
算

平
成
20
年
度(

20
年
４
月
１
日
〜
21
年
３
月
31
日)

の
市
の
決
算
は
、
９
月
に
開
催
さ
れ
た
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

そ
れ
ぞ
れ
の
予
算
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
決
算
の
あ
ら
ま
し
を
紹
介
し
ま
す
。

　

20
年
度
は｢

美
し
い
自
然
を
生
か
し
た
バ
ラ
ン
ス
の
よ
い
ま
ち｣｢

多
彩
な
ア
イ
デ
ア
と
工
夫
に
よ
る
協
働
の
ま
ち｣｢

産
業
が
盛
ん
で

安
全
安
心
な
ま
ち｣

を
ま
ち
づ
く
り
の
柱
と
定
め
、
そ
の
実
現
に
向
け
て
重
点
的
に
事
業
を
行
い
ま
し
た
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
景
観
計
画
の
策
定
、
市
民
提
案
型
協
働
事
業
を
進
め
る
市
民
と
行
政
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
推
進
事
業
、
地

域
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
連
携
し
、
放
課
後
や
週
末
の
子
ど
も
の
居
場
所
を
つ
く
る
放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進
事
業
、
小
中
学
校
の
耐

震
化
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

一 

般 

会 

計

　

歳
入
は
３
２
２
億
６
千
万
円
で
、

19
年
度
と
比
較
し
て
３
億
４
千
万

円(

１
・
１
㌫)

増
え
ま
し
た
。

　

内
訳
を
見
る
と
、
主
に
市
税
が

約
１
３
４
億
８
千
万
円
で
２
億
２

千
万
円
の
増
。
歳
入
に
占
め
る

割
合
は
０
・
３
ポ
イ
ン
ト
増
え
、

41
・
８
㌫
で
し
た
。

　

一
方
、
国
庫
支
出
金
は
、
い
わ

さ
き
小
学
校
の
完
成
に
よ
り
２
億

５
千
万
円
減
っ
て
26
億
５
千
万
円
。

歳
入
に
占
め
る
割
合
は
０
・
９

ポ
イ
ン
ト
減
り
８
・
２
㌫
と
な
り

ま
し
た
。
ま
た
、
市
債
の
発
行
が

６
億
７
千
万
円
減
り
19
億
８
千
万

円
。
歳
入
に
占
め
る
割
合
は

２
・
２
ポ
イ
ン
ト
減
り
、
６
・
１

㌫
で
し
た
。

　

歳
出
は
３
１
５
億
２
千
万
円
で
、

19
年
度
と
比
較
し
て
９
千
万
円

(

０
・
３
㌫)

減
り
ま
し
た
。

　

内
訳
を
見
る
と
、
19
年
度
と
同

様
、
児
童
、
高
齢
者
、
障
が
い
者

福
祉
な
ど
に
用
い
ら
れ
る
民
生
費

が
、
他
の
経
費
と
比
較
し
て
最
も

多
く
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
特
別

会
計
で
あ
る
工
業
団
地
事
業
、
宅

地
造
成
事
業
会
計
の
経
営
状
況
を

改
善
す
る
た
め
、
繰
出
金
を
増
額

し
た
こ
と
に
よ
り
商
工
費
と
土
木

費
が
増
加
。
利
子
の
高
い
地
方
債

を
償
還
期
限
前
に
償
還
し
た
こ
と

に
よ
り
、
公
債
費
も
増
え
ま
し
た
。

　

一
方
、
い
わ
さ
き
小
学
校
の
完

成
に
よ
り
教
育
費
が
、
災
害
に
よ

る
損
傷
施
設
の
減
少
に
よ
り
災
害

復
旧
費
が
そ
れ
ぞ
れ
減
っ
て
い
ま

す
。

　

な
お
、
歳
入
と
歳
出
の
差
引
残

額
７
億
４
千
万
円
は
21
年
度
へ
繰

り
越
し
ま
し
た
が
、
そ
の
う
ち

５
８
１
５
万
円
は
、
20
年
度
で
完

了
で
き
ず
21
年
度
に
繰
り
越
し
て

行
う
事
業
に
充
て
ら
れ
ま
す
。

問
い
合
わ
せ　

財
政
課　

内
線 

３
３
１
３
・
３
３
１
４
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自主財源
183億3,051万円
(56.8% )

依存財源
139億2,506万円
(43.2% )

歳  入
322億5,557万円地方交付税

53億6,083万円
(16.6% )

国庫支出金
26億5,016万円
(8.2% )

県支出金
18億3,078万円
(5.7% )

市債
19億8,199万円
(6.1% )

その他(依存財源)
21億130万円
(6.5% ) その他(自主財源)

25億7,434万円
(8.0% )

分担金及び負担金
4億5,816万円
(1.4% )

使用料及び手数料
7億6,531万円
(2.4% )

繰入金
10億4,971万円
(3.3% )

市税
134億8,299万円
(41.8% )

歳  出
315億1,858万円

民生費
73億9,760万円
(23.4% )

公債費
49億3,769万円
(15.7% )

土木費
40億2,630万円
(12.8% )

総務費
37億9,867万円
(12.1% )

その他
6億1,727万円
(2.0% )

消防費
12億6,296万円
(4.0% )

農林水産業費
13億1,824万円
(4.2% )

衛生費
21億5,729万円
(6.8% )

商工費
23億4,718万円
(7.4% )

教育費
36億5,538万円
(11.6% )



　

10
の
特
別
会
計
の
合
計
は
、
歳

入
が
１
６
８
億
５
７
８
３
万
円
、

歳
出
が
１
９
５
億
２
４
９
３
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
老
人
保
健
、
工
業

団
地
、
宅
地
造
成
の
３
事
業
で
歳

出
が
歳
入
を
上
回
り
ま
し
た
。
こ

の
不
足
分
に
は
、
21
年
度
の
予
算

を
繰
り
上
げ
て
充
て
ま
し
た
。

歳　入 歳　出 差　引
国 民 健 康 保 険 70億3,321万円 70億2,268万円 1,053万円

老 人 保 健 6億5,488万円 6億7,170万円 ▲         1,681万円

後期高齢者医療 10億6,489万円 10億1,555万円 4,934万円

介 護 保 険
(保 険 事 業 勘 定) 50億9,844万円 49億7,695万円 1億2,149万円

介 護 保 険
(介護サービス事業勘定) 2,890万円 2,880万円 11万円

工 業 団 地 事 業 8億1,322万円 31億4,094万円 ▲ 23億2,772万円

農業集落排水事業 14億7,241万円 14億7,121万円 120万円

駐 車 場 事 業 4億1,118万円 4億1,110万円 8万円

宅 地 造 成 事 業 2億4,056万円 7億4,587万円 ▲  5億0,531万円

土 地 取 得 4,013万円 4,013万円 －

合　　計 168億5,783万円 195億2,493万円 ▲ 26億6,709万円
※各事業ごとに千円以下の端数処理を行っているため、合計額は単純合計額とは一致しません。

特別会計決算額

■市債　事業を行うために市が計画
　的に借りる資金
■国庫・県支出金　国、県が市に対
　して、特定の事業に使い道を指定
　して交付する補助金や負担金
■地方交付税　市町村の財政力に応
　じ、国から交付されるお金
■公債費　市債を返すための資金

用語の解説

特 
別 

会 

計

一般会計と
10の特別会計の決算総額
歳入　　  491億1,340万円
歳出　　  510億4,350万円

市民一人当たり  約55万円  の支出
(Ｈ21.3.31現在：人口93,619人)

黒東小、黒西小、江釣子小・中、和賀東中の耐震
化工事・設計を計画的に進めています

放課後に保護者がいない家庭の児童の健全育成事
業を13カ所の学童保育所(17放課後児童クラブ)へ
委託、成田・岩崎学区にも新たに開設されました

ものづくりに不可欠となっている３次元ＣＡＤ講
習など人材育成のために、北上職業訓練協会へ委
託しました

まちづくり活動相談などを行う市民活動情報セン
ター事業、市民活動団体から企画案を募集するコ
ラボ☆チャレンジなどを行いました

地域の食材を生かした｢北上コロッケ｣を名物料理
として広めるため、県外イベントに参加したほ
か、コロッケまつりを開催しました

将来の人材育成につなげるため、小学生を対象に
トレーディングゲームやロボットコンテスト、工
場見学会などを行いました

市民との協働による景観計画づくりを目指し、良
好な景観を創出するための制度の検討やワークシ
ョップなどを行い景観計画(案)をまとめました

資源ごみを有効に活用するため、収集運搬や加工
保管業務、再商品化などについて委託しました
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給水件数 35,906件

口
径
別
内
訳

13㍉ 10,358件

20㍉ 22,274件

25㍉ 2,458件

30㍉ 267件

40㍉以上･その他 549件

問
い
合
わ
せ

上
下
水
道
部
営
業
課

　

水
道
事
業
会
計
に
は
飲
料
水
を

つ
く
る
事
業
費
と
、
配
水
管
な
ど

の
施
設
を
整
備
す
る
事
業
費
が
あ

り
ま
す
。

　

飲
料
水
を
つ
く
る
事
業
費
は
、

経
常
経
費
な
ど
の
節
減
に
努
め
、

２
億
２
６
３
９
万
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。

　

施
設
を
整
備
す
る
事
業
で
は
、

拡
張
事
業
に
よ
り
新
規
に
２
１
０

㍍
の
送
水
管
を
敷
設
し
ま
し
た
。

ま
た
、
水
道
管
の
入
れ
替
え
を
約

６
・
７
㌔
㍍
行
い
、
地
震
な
ど
の

災
害
に
強
い
水
道
管
へ
整
備
し
ま

し
た
。

給水区域内人口 94,060人
給水人口 93,141人
普及率 99.0％
総配水量 10,001,433㎥
総有収水量 8,579,496㎥
有収率 85.8％
■受水費…岩手中部広域水道企業団から水を買ったお金
■給水収益…皆さんから水道料金としてお支払いいただいたお金
■補てん財源…施設の減価償却や利益などで生じた財源を充てたもの
■有収水量…主に水道料金に結びついた水量
■有収率…総配水量に占める総有収水量の割合

平成20年度の給水状況

内線

給水件数 36,699件
口   径    別    内
訳

13㍉ 9,808件
20㍉ 23,603件
25㍉ 2,550件
30㍉ 279件
40㍉ ･その他 459件

飲料水をつくる事業費
収入額

23億2,768円

黒字額
  2億2,639万円

受水費
  4億2,002万円

給水収益
20億5,603万円

その他
（手数料、加入金、
負担金など）
  2億7,165万円

支出額
23億2,768万円

施設整備事業費
収入額

21億2,416万円
支出額

21億2,416万円

人件費、維持
管理費など
  8億2,629万円

企業債支払利息
  2億5,675万円

減価償却費
  5億9,823万円

補てん財源
14億9,467万円

企業債
  3億4,120万円

国庫補助金
  1億0,500万円
出資金、負担金
など
  1億8,329万円

企業債支払元金
13億8,597万円

原水・浄水施設
整備事業
   524 万円

人件費など
         5,678万円

拡張事業
3億9,453万円

配水管工事費など
  2億8,164万円

３
４
５
２

３
４
５
３

水
道
事
業
会
計

給水件数 35,906件

口
径
別
内
訳

13㍉ 10,358件

20㍉ 22,274件

25㍉ 2,458件

30㍉ 267件

40㍉以上･その他 549件

問
い
合
わ
せ

上
下
水
道
部
営
業
課

　

下
水
道
事
業
は
、
よ
り
効
率
的

な
経
営
を
行
う
た
め
、
官
公
庁
会

計
方
式
か
ら
企
業
会
計
方
式
に
移

行
し
ま
し
た
。

　

下
水
道
の
運
営
費
は
、
減
価
償

却
費
と
企
業
債
支
払
利
息
負
担
が

大
き
い
た
め
、
４
億
３
５
３
８
万

円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

　

施
設
の
整
備
で
は
、
新
た
に
排

水
管
を
１
万
９
９
０
・
７
㍍
敷
設

し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
雨
水
な
ど
の
不
明
水
対

策
を
行
う
た
め
、
21
年
度
か
ら
の

下
水
管
き
ょ
更
生
事
業
の
事
前
調

査
を
行
い
ま
し
た
。

行政区域内人口 94,060人
処理区域内人口 56,817人
水洗便所設置済人口 44,906人
処理件数 20,385件
総処理水量 6,654,798㎥
総有収水量 5,187,041㎥
普及率 60.4％
水洗化率 79.0％
有収率 77.9％

■有収水量…主に下水道料金に
　結びついた処理水量
■水洗化率…処理区域内人口の
　うち、水洗便所設置済人口が
　占める割合
■有収率…総処理水量に占める
　総有収水量の割合

平成20年度の流域下水道関連(公共下水道)

内線

排水を処理する事業費
収入額

23億9,965円

流域下水道維
持管理負担金
 5億5,015万円

企業債支払
利息
  6億9,042万円

下水道使用料
11億1,943万円

消費税等還付金
など 7,195万円

支出額
23億9,965万円

施設整備事業費
収入額

22億6,462万円
支出額

22億6,462万円

減価償却費
  8億1,052万円

人件費・維持
管理費など
  3億4,856万円

企業債
  6億5,900万円

国庫補助金
  2億5,930万円

一般会計出資金
  2億7,604万円

補てん財源
  9億0,562万円

企業債償還金
12億0,912万円

流域下水道施設建設負担金
   5,718 万円

人件費など
         4,611万円

管きょ建設費
など
 9億5,221万円

一般会計補助金
  7億7,289万円

赤字額
  4億3,538万円

受益者負担金など 
   1億6,466万円

３
４
５
４

３
４
５
５

下
水
道
事
業
会
計

県営入畑ダムに蓄えられ
た夏油川の水を岩手中部
浄水場(岩手中部広域水道
企業団)で処理をし、飲料
水が作られています。(北
上市、花巻市、紫波町の
一部へ供給)

入畑ダム
岩手中部浄水場

北上市、花巻市の家庭や
工場などからの排水に含
まれている有害物質など
を取り除く処理をし、北
上川に戻しています

岩手県下水道公社県南支社

活性汚泥を加え、微生物の働き
で汚れの主成分の有機物を分解
します＝エアレーションタンク
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健
全
化
判
断
比
率

健
全
化
判
断
比
率

資
金
不
足
比
率　

を
公
表
し
ま
す

■健全化判断比率　　
実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

19年度 －   0.16％ 16.6％ 218.8％
20年度 － － 14.7％ 206.2％

早期健全化基準 12.36％ 17.36％ 25.0％ 350.0％
財政再生基準 20.00％ 40.00％ 35.0％

　

｢

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律｣
は
、
地
方

自
治
体
財
政
が
破
た
ん
を
来
た
す

前
に
、
早
期
に
健
全
化
に
向
け
た

取
り
組
み
が
な
さ
れ
る
よ
う
、
平

成
19
年
に
制
定
さ
れ
た
法
律
で
す
。

　

21
年
度
か
ら
は
、
こ
の
法
律
に

基
づ
く
手
続
き
が
完
全
実
施
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

具
体
的
に
は
、
毎
年
度
の
決
算

時
期
に
、
地
方
自
治
体
財
政
全
般

に
関
わ
る
健
全
化
判
断
比
率
４
指

標
と
、
下
水
道
事
業
や
工
業
団
地

事
業
な
ど
の
個
別
の
公
営
企
業
に

関
す
る
資
金
不
足
比
率
を
算
定
し
、

監
査
委
員
の
審
査
に
付
し
た
上
で
、

議
会
へ
の
報
告
、
市
民
の
皆
さ
ん

へ
の
公
表
を
行
う
も
の
で
す
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
指
標
が
一
つ
で
も

早
期
健
全
化
基
準(

経
営
健
全
化

基
準)

を
超
え
た
場
合
は
、
議
会

の
議
決
を
経
て
、
財
政
健
全
化
に

向
け
た
計
画
を
実
行
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
状
況
が
悪
化
し
、
財
政

再
生
基
準
を
超
え
た
場
合
は
、
国

の
関
与
の
も
と
、
財
政
再
生
を
目

指
す
仕
組
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

い
て
は
、
20
年
度
決
算
に
基
づ
く

全
国
市
町
村
の
平
均
値(

暫
定
値)

が
１
０
０
・
９
㌫
で
あ
っ
た
の
に

対
し
、
お
よ
そ
２
倍
の
水
準
に
あ

り
ま
す
。
土
地
開
発
公
社
の
長
期

借
入
金
な
ど
が
、
当
市
の
将
来
負

担
に
大
き
く
影
響
し
て
い
る
状
況

が
明
ら
か
と
な
っ
て
い
ま
す
。

■資金不足比率   
19年度 20年度 経営健全

化基準
水 道 事 業 － －

20％

下水道事業 77.2％ －
農 業 集 落
排 水 事 業 － －

工業団地事業 31.6％ 19.0％
宅地造成事業 35.3％ 18.1％

■用語の解説

①実質赤字比率…一般会計の赤字額の割合を示します。標準財政規模(※)に対して、一
般会計の赤字額がどの程度の割合になるかを算出します。
※標準財政規模…地方自治体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源(使途が特
定されず、どのような経費にも使用できる収入)の規模を表すもの。
②連結実質赤字比率…標準財政規模に対して、その年のすべての会計の決算により生じ
た実質赤字額がどの程度の割合になるか(特別会計を含めると赤字はないか)を算出します。
③実質公債費比率…標準財政規模に対して、一般会計が負担する借金返済額がどの程度
の割合になるか(収入のうち、どのくらいを借金返済に充てているか)を算出します。
④将来負担比率…一般会計が背負っている借金などが、標準財政規模の何年分あるか(将
来の借金などの規模はどの程度か)を算出します。
⑤資金不足比率…公営企業ごとの資金の不足額が、公営企業の料金収入などの規模で示
される事業規模に対して、どの程度の割合になるか(経営状況の深刻度)を算出します。

　

20
年
度
決
算
に
基
づ
く
健
全

化
判
断
比
率(

左
表)

に
つ
い
て
は
、

実
質
赤
字
比
率
お
よ
び
連
結
実
質

赤
字
比
率
は
、
そ
れ
ぞ
れ
黒
字
決

算
の
た
め
該
当
数
値
は
算
出
さ
れ

ま
せ
ん
で
し
た
。
実
質
公
債
費
比

率
お
よ
び
将
来
負
担
比
率
は
、
い

ず
れ
も
早
期
健
全
化
基
準
以
下
と

な
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
将
来
負
担
比
率
に
つ

　

法
律
の
本
格
施
行
に
よ
り
、
市

全
体
の
連
結
会
計
で
財
政
の
健
全

性
が
問
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
こ

と
か
ら
、
公
営
企
業
や
土
地
開
発

公
社
な
ど
の
経
営
状
況
に
今
ま
で

以
上
に
注
意
を
払
い
、
将
来
負
担

の
減
少
に
つ
な
が
る
よ
う
な
施
策

を
講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ　

財
政
課　

内
線 

３
３
１
３
・
３
３
１
４

20年度

資
金
不
足
比
率

　

資
金
不
足
比
率(

左
表)

に
つ
い

て
は
、
工
業
団
地
事
業
、
宅
地
造

成
事
業
で
、
20
年
度
決
算
で
も
歳

入
歳
出
差
引
不
足
額
が
生
じ
た
こ

と
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
19
・
０
㌫
、

18
・
１
㌫
の
資
金
不
足
比
率
と
な

り
ま
し
た
。

　

経
営
健
全
化
基
準
の
20
㌫
は
下

回
っ
た
も
の
の
、
依
然
、
厳
し
い

状
況
と
い
え
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
事
業
に
対
し
て
は
、

資
金
不
足
比
率
を
基
準
以
下
に
抑

え
る
た
め
20
年
度
内
に
一
般
会
計

か
ら
多
額
の
繰
出
金
を
支
出
し
て

お
り
、
公
営
企
業
の
経
営
悪
化
が

一
般
会
計
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
状

況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一部事務組合・広域連合
地方公社・第３セクターなど

健全化判断比率・資金不足比率の対象

実
質
赤
字
比
率連 

結 

実 

質 

赤 

字 

比 

率

実 

質 

公 

債 

費 

比 

率

将 

来 

負 

担 

比 

率資 

金 

不 

足 

比 

率

※
資
金
不
足
比
率
は
公
営

企
業
ご
と
に
算
定
し
ま
す

今
後
の
財
政
運
営

第448号－ －7

一般会計
普
通
会
計

特
別
会
計

土地取得
国民健康保険

公
営
事
業
会
計

老人保健
後期高齢者医療
介護保険
介護サービス
水道 公

営
企
業
会
計

下水道
農業集落排水
工業団地
宅地造成
駐車場


